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令和６年度 

地域における孤独・孤立対策に関するＮＰＯ等の取組モデル調査 

公 募 要 領 

 

1．事業の目的 

非正規雇用労働者の増加等の雇用環境の変化、情報通信社会の急速な進展等による生活環境の変

化、少子高齢化や核家族化、未婚化・晩婚化、これらを背景とした単身世帯や単身高齢者の増加と

いった社会環境の変化により、「孤独・孤立」がうまれやすい社会となっている。 

孤独・孤立の問題の特性として、原因や背景事情が多岐にわたり、かつ複雑に絡み合い、分野横

断的な支援を要する場合が多く、既存の制度や支援機関では対応できない場合があること等が挙げ

られる。このような問題に対しては、「課題解決型の支援」と「つながり続けること」の両方を組み

合わせることや、孤独・孤立が起こりにくいような「豊かな地域づくり」といった視点が必要であ

る。 

「孤独・孤立対策官民連携プラットフォーム1 分科会２」の「中間整理」 においても、孤独・孤

立対策に関して、「「課題解決型の支援」と「つながり続けること」を両立させることがセーフティ

ネットの構築であると捉えるべきである」と指摘されている。その上で、セーフティネットが機能

する場面について、「「緊急時対応（相談支援体制等）」のみならず、「日常生活環境（地域社会のあ

らゆる生活環境）における対応」が予防や早期対応の観点からも重要」であることが明言されてい

る。 

一方で、「日常生活における対応」に関しては効果的な施策のあり方について行政側の知見が乏し

く、発展途上にある状況であることが課題となっている。 

このため、本事業において、ＮＰＯ及び社会福祉法人等（以下「ＮＰＯ等」）をはじめとした多様

な主体の協働による創意工夫にあふれる日常生活における孤独・孤立の予防や早期対策につながる

活動に対して、支援を行う。 

 

 

 

 

 

 
1 コロナ禍で顕在化した孤独・孤立の問題に対処するため、官・民・ＮＰＯ等の取組の連携強化の観点から、全国的な各種相談

支援機関やＮＰＯ等の連携の基盤として令和４年２月に設立。内閣府孤独・孤立対策推進室が事務局を担当。 

分科会２では、「きめ細やかな支援や、地域における包括的支援に向けた行政（国、地方）・民間・ＮＰＯ等の役割の在り方」に

ついて議論されている。中間整理は以下の URL を参照。 

https://www.cao.go.jp/kodoku_koritsu/torikumi/platform/katsudou/branch2022_2/pdf/bunkakai2_honbun.pdf 
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2．公募事業の内容 

本事業は、孤独・孤立問題に対して、新たに「日常生活環境における早期対応や予防に資する先

駆的な取組」（下図「アプローチ１」に関連した取組）を行う事業者を公募し採択、取組支援を行

う。 

具体的には下図に記載している例示を参考のこと。 

 

 

「日常生活環境における対応」の例 

 スポーツや文化・芸術を通じたこども・若者、高齢者など多世代間の交流 

 シニア世代による子どもへの伝統行事等の伝承を通じた交流 

 大工仕事などを通じた中年・シニア世代の交流の場（日本版メンズ・シェッド）の提供 

 空家を活用したコミュニティカフェ、ものづくり、講習会などを複合的に実施する居場所の

提供 

 図書館や博物館、公園などの機能を活かした居場所の提供 

 新聞・郵便配達、宅配、コンビニ、理美容など地域インフラとの協働による地域の包括的見

守り体制の構築 

 食品や生活用品などの支援物資に関する地域内のマッチングの仕組みの構築 

 地域の孤独・孤立の問題を支えるＮＰＯ等や様々な居場所・相談窓口等の可視化 

 シニア世代の知見やノウハウを活かしたまちづくりや中小企業支援 

 環境保全や農作業、防災ボランティアなど参加を通じた地域貢献 

 買物困難や交通不便を補う地域社会システムの立ち上げ活動  等 

※ 既存の取組に別の要素を追加し、孤独・孤立の問題への日常生活環境における早期対応や予防

に資する新たな取組とすること（「アプローチ２」及び「アプローチ３」に関連する既存の取組

であっても、孤独・孤立の問題への日常生活環境における早期対応や予防に資する新たな取組

と認められるものについては、支援の対象とする。）。 
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※ 令和５年度の「地域における孤独・孤立対策に関する NPO 等の取組モデル調査研究業務」にお

いて採択された取組で応募する場合にあっては、これを発展・拡充させる取組であること。 

 

3．対象団体 

 公募にあたっては、法人格を有する非営利団体（特定非営利活動法人、公益法人（公益財団・社

団法人、一般財団・社団法人、社会福祉法人、学校法人等））、及び法人格を持たない任意団体

（地縁組織、地域運営協議会等非営利かつ公益に資する活動を行う団体）とする。 

（資格要件）  

⚫ 日本国内に拠点を有していること。 

⚫ 契約締結後の経理実務について、責任を持って管理できること。 

⚫ 特定の宗教や政治思想を広めることを目的とする団体、反社会的勢力および反社会的勢力 

と密接な関わりがある団体でないこと。 

 

4．経費負担金額および採択件数 

１団体あたり ： 上限２００万円（税込み） 

採択団体数  ： ８０団体程度 

 

経費負担金額は、消費税込みとします。支払時に根拠となる領収書等を提出いただきます。 

対象経費項目は、８ページに記載の通り。 

 

5．実施期間 

実施期間は、単年度契約であり、契約締結日から令和７年２月１０日までとする。 

 

6．応募から事業終了までの主な流れ（予定） 

応募から事業終了までの主な流れは、以下のとおりを予定しています。 

令和６年５～７月上旬 ： 事業公募、審査、採択候補団体等決定 

令和６年７月 ： 契約締結 

 事業開始 

令和６年10～11月 ： 中間報告会 

令和６年時期未定 ： 研修会 

令和７年１月末 ： 成果報告書提出 

令和７年２月上旬 ： 実績報告書提出（委託業務に要した経費の報告）、確定検査 

令和７年２～３月 ： 最終報告会 

 

7．応募書類 

応募にあたり提出の必要な書類は、下記の通りです。 
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応募書類の様式は、NTTデータ経営研究所のウェブサイト（https://cutt.ly/U5hsJp7） 

からダウンロードできますので、必ずご利用下さい。 

（提出書類） 

① 応募申請書（様式１）                              

② 提案書（様式２）                                 

③ 見積書（様式３）                                 

④ 直近の財務諸表のコピー   
 

 

8．受付期間、応募書類の提出先 

応募書類の受付期間および提出先は下記の通りです。 

 受付期間：公募開始 令和６年５月27日（月） 

      公募締切 令和６年６月21日（金）正午まで 

 

提出先：応募エントリーフォーム（https://cutt.ly/X5hs3KX） 

 

     上記サイトへ該当資料をアップロードしてください。 

 

9．公募説明会の開催 

本事業の内容、手続きについて以下のとおり６月６日（木）14時よりオンラインで公募説明会を

実施いたします。 

公募説明会への参加にあたっては以下のNTTデータ経営研究所のウェブサイト 

（https://cutt.ly/R5hdtU0）よりお申込みください。 

なお、説明会への出欠は、審査には一切関係ありません。 

  

https://cutt.ly/U5hsJp7
https://cutt.ly/X5hs3KX
https://cutt.ly/R5hdtU0
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10．審査の方法 

採択される事業は、第三者の有識者等で構成される審査委員会において選定のうえ、内閣府の合

意の下で決定します。 

審査の結果は、NTTデータ経営研究所ウェブサイト上において公表するとともに、当該団体にNTT

データ経営研究所より電子メールあるいは電話等にて通知いたします。 

（審査のポイント） 

（１）事業実施体制 

・団体設立の趣旨、活動実績から事業実施団体としてふさわしいか 

・組織体制、活動実績や財務状況等から事業を実施できる体制が整備されているか 

・関係機関や関係団体等との連携・協働体制が構築されているか  

 

（２）事業内容 

① 目的 

・事業目的が日常生活環境における孤独・孤立の問題の対応に貢献するか 

・事業目的が現場のニーズをとらえた明確なものであるか 

② 実行性 

・事業計画や資金計画に具体性があり実現可能性があるか 

・作業スケジュールは無理のないものか 

③ 継続性 

・事業期間終了後も継続的・自立的な取組が期待できるか 

④  先駆性・波及性 

・先駆的で創意工夫にあふれる取組内容であり、日常生活環境における孤独・孤立対策のモデルと

してふさわしいか（令和５年度の「地域における孤独・孤立対策に関するＮＰＯ等の取組モデル調

査研究業務」において採択された取組で応募されているものについては、これを発展・拡充したも

のになっているか） 

・地域の孤独・孤立対策の機運醸成と取組の普及・拡大につながるか 

 

（３）費用対効果 

・経費の積算は妥当であり、経済合理性があるか  
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11．その他の留意事項 

（1）重複応募・重複事業参画について 

⚫ 既に国又は地方自治体から補助や委託を受けている取組（予定も含む）は応募できません。 

 

（2）進捗報告、成果報告に関すること 

⚫ 本事業を進めるにあたり、NTTデータ経営研究所から定期的な取組状況の報告や聞き取り等を

通じた進捗管理に対応すること。 

⚫ 取組の途中経過を報告する中間報告会、取組成果や課題、今後の展開等を報告する最終報告

会等に参加すること。 

⚫ 本事業の完了時に、事業の成果報告書を納入すること。 

⚫ 内閣府、NTTデータ経営研究所からの事業内容の指導・調整・助言に適宜対応すること。 

 

（3）契約手続きに関すること 

⚫ 審査を経て採択候補となった団体は、NTTデータ経営研究所と速やかに契約を締結することとし

ます。 

⚫ 経費計上においては、事業完了時に証拠書類を提出・提示していただきます。 

⚫ 経費は、採択された事業以外には使用できません。 

⚫ 全ての支出には領収書等の厳格な証憑類が必要となります。実際の支出が契約額に満たない場

合は、実績に基づく支払となります。契約額を超えての支払いは行いません。 

⚫ 支払にあたっては、完了報告、実績報告後経費の額の確定を行ったのち、請求書を受領した月

の翌月末までには支払うものとするが、事業実施にあたり概算払いを希望する場合は、半期（6

ヶ月）での支払いに応じる。 

 

（4）著作権等に関すること 

⚫ 本事業の遂行により生じた著作権（著作権法第 27条及び第 28 条に定められた権利を含む）は、

契約先である NTT データ経営研究所を介して内閣府に譲渡する。 

 

（5）個人情報に関すること 

⚫ 個人情報（個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第57号）第２条第１項に規定するも

のをいう。以下同じ。）の保護の重要性を認識し、この契約に基づく業務を実施するに当た

り、個人の権利利益を侵害することのないよう、個人情報を適正かつ適法 に取り扱わなけれ

ばならない。 
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12．問い合わせ先 

本公募要領に関する問い合わせは、電子メールにてお願い致します。 

なお、問い合わせ締切りは、令和６年６月 17日(月)正午といたします。 

＜問い合わせ先＞ 

株式会社 NTTデータ経営研究所 LVC 

「地域における孤独・孤立対策に関するＮＰＯ等の 

取組モデル調査研究業務」公募係  

 

  【E-mail】koubo-kakari@nttdata-strategy.com 

 

 

  

mailto:koubo-kakari@nttdata-strategy.com
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【参考】 

計上可能な経費区分 

区分 科目 主な内容 

人件費 人件費 事業に直接従事した職員等の労務費 

事業費 旅費 委員・講師等の招へい旅費、職員等の出張旅費 

（実費精算のみ。日当及び片道千円未満の交通費は除

く） 

 会議費 会議等の開催に係る費用（会場や機材の借料、お茶代

等） 

 謝金 委員謝金、講師等謝金 

 借料及び損料 事業を行うために必要な物品等の賃借・リース・レンタ

ル及び使用に係る費用 

 消耗品費 備品に属さない物品（ただし、本委託事業のみで使用さ

れることが確認できるもの）の購入費用 

 外注費 受託者が直接実施することができないもの、または実施

することが適当でないもの。孤独・孤立に係る調査、ア

ンケート・データの分析等外注にかかる経費など 

 印刷製本費 事業で使用するパンフレット・リーフレット等の印刷製

本に関する費用 

 通信運搬費 郵便料、運送代等 

 

その他諸経費 本事業使用分のみ対象とし、区分できる資料を用意する

こと。 

・広報費 

・保険料（事業に必要なもの） 

・レンタカー代 

・タクシー代（公共交通機関で移動できない場所に

限る）                  等 

※以下のものは経費に含めることはできません。 

建物等施設の整備に関する経費、事業内容に照らして、当然備えているべき備品等（机、椅子、

書棚等の什器類、建物や建築物、汎用性の高いパーソナルコンピューター本体又は周辺機器等の事

務機器等）、業務実施中に発生した事故・災害の処理のための経費、その他業務に関係ない経費、

設備の購入費、改良費等の資産を形成する経費、本事業終了後のリース・レンタル及び使用に係る

経費 

経費支出の注意 

上記の経費について特に注意が必要なものは以下のとおりです。 
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（1）人件費 

・ 時間単価は、（健保等級単価計算、実績単価計算、コスト実績単価計算、受託単価計算）左記

の方法により算出し提示してください。 

・ 無報酬の役員や職員については、人件費は計上できません。 

・ 他の法人等から受け入れている出向者については、自団体で負担している出向給与負担分のみ

を計上できます。 

 

（2）旅費 

・ 社用車や職員の自家用車、常時借り受けているレンタカー等、本事業での用途のみに限定する

ことが困難な自動車の使用に係る経費は、原則として計上できません。 

・ タクシー代は公共交通機関で移動できない場所に限る。利用理由を記載すること。 

 

（3）借料及び損料 

・ 事業において使用する機械器具等は、原則として、レンタルにより調達してください。計上で

きるレンタル費用は、事業の契約期間内に発生するものに限られ、契約期間終了後の維持・継

続を意図した前払いは認められません。 

 

（4）消耗品費 

・ 本委託事業の用途のみで購入・使用されたことを事後に客観的に確認できるものに限り、計上

することができます。 

・ 本委託事業のみでの使用を特定することが困難な物品や、他用途への転用が容易な物品は、原

則として計上することができません。 

 

（5）外注費 

・ 原則、2社による見積り合せが必要です。外注先への発注前に、NTTデータ経営研究所が発注仕

様書の内容を確認します。 

・ 外注費の計上は、委託費総額の5割未満としてください。 

 

（6）消費税 

・ 委託契約締結の際に課税事業者、免税事業者のどちらに該当するか確認させていただきますの

でご了承ください。 

・ 適格請求書発行事業者からの請求書は適格請求書を取得してください。また、インボイス番号取

得事業者は登録番号が記載された適格請求書をご提出ください。   

 

 


